
（平成２３年１０月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認沖縄地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

沖縄国民年金 事案 321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年 10月から 53年３月までの国民年金保険料については納

付されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和７年生 

住    所 ：  

       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 50 年 10 月から 53 年３月まで 

私は、昭和 55 年５月頃、Ａ市役所でＢへの転出手続を行った際、窓口

の職員から未納となっている 10 年分の国民年金保険料を払うように言わ

れたので、同年６月にＣ市役所で国民年金の加入手続を行った。その翌日

に、社会保険事務所（当時）の窓口で夫婦２人分の各々10 年分の保険料を

納付した記憶があるので、申立期間の保険料が未納となっていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする昭和 55 年６月は、国

民年金法附則第４条に基づく第３回目の特例納付（以下「特例納付」という。）

の実施期間中であり、申立人が特例納付したとする保険料は、同年６月時点

で納付可能な特例納付保険料を納付した場合の金額とほぼ一致している。 

また、申立人及びその妻は、申立期間後の昭和 53 年４月から 60 歳に到達

するまでの期間において未納期間は無いほか、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を特例納付したとする 55 年６月の時点で 40 歳を超えており、沖縄

特別措置に基づく特例納付の手続を行っていないことから、国民年金の受給

資格期間（300 月）を確保するため、同年６月時点で納付可能な未納期間の

保険料を特例納付したとすることが自然であり、このことは、申立人に係る

被保険者台帳（マイクロフィルム）により、申立人が実際に特例納付を行っ

ていることが確認できることからも推認できる。 

さらに、申立人が昭和 55 年６月当時、1,000 万円程度の資金を所持してい

たことが、申立人が同年４月に売却した不動産の登記簿謄本により推認でき

ることから、申立期間に係る国民年金保険料を納付する資力が十分にあった

ことがうかがえる。 



  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

  



  

沖縄国民年金 事案 322 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年 10月から 53年３月までの国民年金保険料については納

付されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年 10 月から 53 年３月まで 

私は、昭和 55 年５月頃、Ａ市役所でＢへの転出手続を行った際、窓口

の職員から未納となっている 10 年分の国民年金保険料を払うように言わ

れたので、同年６月にＣ市役所で国民年金の加入手続を行った。その翌日

に、社会保険事務所（当時）の窓口で夫婦２人分の各々10 年分の保険料を

納付した記憶があるので、申立期間の保険料が未納となっていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする昭和 55 年６月は、国

民年金法附則第４条に基づく第３回目の特例納付（以下「特例納付」という。）

の実施期間中であり、申立人が特例納付したとする保険料は、同年６月時点

で納付可能な特例納付保険料を納付した場合の金額とほぼ一致している。 

また、申立人及びその夫は、申立期間後の昭和 53 年４月から 60 歳に到達

するまでの期間において未納期間は無いほか、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を特例納付したとする昭和 55 年６月の時点で 40 歳を超えており、

沖縄特別措置に基づく特例納付の手続を行っていないことから、国民年金の

受給資格期間（300 月）を確保するため、同年６月時点で納付可能な未納期

間の保険料を特例納付したとすることが自然であり、このことは、申立人に

係る被保険者台帳（マイクロフィルム）により、申立人が実際に特例納付を

行っていることが確認できることからも推認できる。 

さらに、申立人及びその夫が昭和 55 年６月当時、1,000 万円程度の資金を

所持していたことが、申立人の夫が同年４月に売却した不動産の登記簿謄本

により推認できることから、申立期間に係る国民年金保険料を納付する資力

が十分にあったことがうかがえる。 



  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



沖縄厚生年金 事案 430 

 

第１ 委員会の結論 

 総務大臣から平成 22 年３月９日付けで行われた申立人の年金記録に係

る苦情のあっせんについては、同あっせん後に、申立人の申立期間に係る

賞与が、申立人の厚生年金保険の被保険者期間とはならない月に支給され

たことが確認されたことから、事業主は、当該あっせんにおいて履行して

いないと認定された申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務は負っていないものと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年１月 22 日 

    申立期間において、私はＡ事業所で支給された賞与から厚生年金保険

料を控除されたが、標準賞与額についての社会保険庁（当時）のオンラ

イン記録が無い。同事業所が賞与支払届を社会保険事務所（当時）へ提

出していないことが判明したので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録については、Ａ事業所が保管

する賃金台帳及び源泉徴収簿の記録から、申立人は、申立期間において、

同事業所から賞与の支払いを受け、当該賞与に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたものと認められ、事業主は申立期間に

係る保険料の納付義務を履行していないことが認められるとして、既に当

委員会で決定したあっせん案の報告に基づき、平成 22 年３月９日付け総

務大臣の年金記録に係る苦情のあっせん（以下「平成 22 年３月９日付け

あっせん」という。）が行われている。 

しかしながら、申立人はＡ事業所から提出された賃金台帳及び源泉徴収

簿の記録から、平成 19 年１月 22 日に賞与が支給され、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できるが、オンラ

イン記録から、申立人が同年１月 28 日に同事業所における厚生年金保険

の被保険者資格を喪失していることが判明した。 

また、厚生年金保険法第 19 条第１項によれば、「被保険者期間を計算



  

する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその

資格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、同法第

81 条第２項によれば、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各

月につき、徴収するものとする。」とされている。 

平成 22 年３月９日付けあっせんは、19 年１月が申立人の厚生年金保険

の被保険者期間に算入することができない月であること、及び当該月に支

給された賞与については厚生年金保険料の徴収の対象とはならないことに

ついて誤認し、当該保険料の納付義務を有するものとしてそれを履行して

いないと結論付けたものであるが、上記の事実等を総合的に判断すると、

事業主は、申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務は負っていないものと認められる。 

なお、当該賞与の支給日は申立人が被保険者資格を有していた期間内の

平成 19 年１月 22 日であることから、当該賞与の支給記録に係る記録の訂

正についての平成 22 年３月９日付けあっせんの結論は維持されることが

適当である。 



  

沖縄国民年金 事案 323 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 14年１月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 14年１月から同年 12月まで 

私は、国民年金保険料を納付していないことが公務員採用試験の内定に

影響があると困ると思い、平成 15 年の１月ころ、申立期間の国民年金保険

料を社会保険事務所（当時）の窓口で一括納付した記憶が有り、一緒に行

った母親も私が申立期間の保険料を納付したことを覚えているので、申立

期間の保険料の納付記録が確認できないとの年金事務所の回答に納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成 14 年４月から 15 年３月までに係る国民年金保険料領収済通知書（以

下「領収済通知書」という。）を確認した結果、申立期間に係る領収済通知

書は無い上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする 15 年１月

について、社会保険事務所が同月に収納した収入官吏別現金振込仕訳明細表

月計に記録されている国民年金保険料の合計額と領収済通知書に記載された

領収金額の合計額は一致している。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



  

沖縄国民年金 事案 324 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から 53年３月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料を昭和 55 年５月 29 日に金融機関で納

付し、その領収書も所持しているが、同保険料相当額の還付を受けた記憶

が無いにもかかわらず､申立期間が未納期間とされ減額された年金を受給し

ていることに納得がいかない。申立期間を納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を一括で納付したことを証する

昭和 55 年５月 29 日付けの金融機関発行の領収証書を所持しており、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことが確認できる。 

しかしながら、申立人に係る被保険者台帳（マイクロフィルム）によれば、

申立期間の国民年金保険料は納付期限の時効が完成した後に納付されたこと

から、申立期間の保険料が納付された翌月の昭和 55 年６月に還付決議されて

おり、還付決議年月日及び還付金額が明確に記載されていることが確認でき

る上、これらの還付記録の内容を疑わせる関連資料及び周辺事情は確認でき

ず、申立人から聴取しても、還付された記憶が無いという主張のほかに、申

立人に対して申立期間の保険料が還付されていないことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人の申立期間の国民年金保険料については、還付されていない

ものと認めることはできない。 



沖縄厚生年金 事案 431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

     氏 名 ： 女 

     基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 大正２年生 

     住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 11月 29日から 40年５月１日まで 

         ② 昭和 40年５月 10日から 52年４月 30日まで 

私がＡ事業所で試験用稲の植付けから収穫実務作業に従事していた申

立期間①及び②について、厚生年金保険の加入記録がないことに納得がい

かないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所は、昭和 35 年２月１日から 39 年 11 月 28

日まで数次にわたり厚生年金保険の適用事業所として加入を繰り返してい

たことがオンライン記録から確認でき、同事業所が４回目に適用事業所でな

くなった 38 年 11 月 29 日以後、同事業所が新たに厚生年金保険の適用事業

所となったのは 39 年４月１日であることが確認できることから、申立期間

①のうち、38 年 11 月 29 日から 39 年４月１日までについては、同事業所は

厚生年金保険の適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ａ事業所は昭和 39 年 11 月 28 日に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっており、申立期間①のうち、同年 11 月 28 日から 40 年５月１日まで

の期間については、同事業所は厚生年金保険の適用事業所でないことが確認

できるほか、同事業所から適用事業所の名称が変更され同年４月１日から新

たに適用事業所となったＢ事業所における厚生年金保険被保険者の加入状

況を確認したが申立人の氏名は無い。 

さらに、申立期間①当時、申立人は国民年金に加入しており、その全ての

期間について国民年金保険料を納付している。 

申立期間②について、前述のとおり、Ａ事業所が最後に厚生年金保険の適

用事業所でなくなったのは昭和 39 年 11 月 28 日である上、同事業所から適

用事業所の名称が変更されたＢ事業所において申立人の厚生年金保険の加

入記録は無く、同事業所が名称変更された 41 年４月１日から新たに適用事

業所となったＣ事業所における厚生年金保険の被保険者記録を確認したが



申立人の氏名は無い。 

申立期間①及び②について、Ａ事業所における同僚の厚生年金保険の記録

から、連絡先が分かる同僚７人に照会したところ、３人から回答を得ること

ができたが、申立人の同事業所における勤務期間及び事業主による厚生年金

保険料の控除をうかがわせる具体的な証言を得ることはできなかった上、申

立期間当時、同事業所を管理していたＤによれば、「申立期間当時の関係書

類は保存年限が経過しているため残っていない。また、当時は職員以外に臨

時職員として季節単位で採用していたと思われるが、社会保険加入の条件等

について関係書類もなく不明である。」と回答していることから、申立人の

当該期間における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて、確認するこ

とができない。 

加えて、申立期間①及び②の当時、申立事業所において申立人の上司であ

ったとする者から提出された文書（「Ａ事業所並びにＣ事業所における「Ｅ」

氏勤務期間の確認」）によれば、申立人が申立期間①及び②の一部の期間に

おいて申立事業所で勤務していたことはうかがえるものの、厚生年金保険料

の控除についての証言は無い。 

このほか、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



沖縄厚生年金 事案 432 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

     氏 名 ： 女 

     基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

     住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年 12月２日から 37年２月 21日まで          

国（厚生労働省）の記録では、申立期間に係る脱退手当金を私が昭和 37

年４月４日に受け取ったことになっているが、脱退手当金を受け取った記

憶は無いので、脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者名簿に記載されている整理番号

＊番から＊番までの女性のうち、申立人の資格喪失日である昭和 37 年２月

の前後２年以内に資格喪失をした者 40 名の脱退手当金の支給記録を確認し

たところ、33 名に脱退手当金の支給記録があり、うち 32 名が半年以内に支

給されていることから、同社同工場において、事業主による代理請求が行わ

れていたことがうかがえる。 

また、申立期間の脱退手当金は、Ａ社Ｂ工場における資格喪失日から約１

か月半後の昭和 37 年４月４日に支給決定されている上、支給額に計算上の

誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さは無い。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いと言うほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 
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第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく船員保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

     氏 名 ： 男 

     基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

     住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年８月 15日から 49年３月 15日まで 

私がＡ社に通信士として勤務していた申立期間の給与額は、月々の固定

給 500 ドル（申立期間当時の為替レートで換算すると約 15 万円）であっ

たが、国（厚生労働省）の記録では、私の標準報酬月額は、給与額に見合

う標準報酬月額よりも低い額になっているので、申立期間について、給与

額に見合う標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、月々の給与は固定給で 500ドルをもらって

いたと主張しているが、複数の同僚は、「船員の報酬は月々の給与ではなく、

１航海を終えた後の売上総額から経費等を差し引いた利益額を会社と乗組

員で分配する利益配当金であった。」と述べている上、そのうちの一人は、「申

立人が月々の固定給 500ドルであったと主張しているのは、１航海（４か月

から６か月）後の利益配当金のうち水揚金額が低かった場合の最低保障額の

ことを記憶違いしているのだと思う。」と述べていることから判断すると、

Ａ社における船員の報酬は、月々の給与制ではなかったことがうかがえる。 

一方、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿によると、申立人は、昭和 47 年

８月 15 日に同社において船員保険の被保険者資格を取得しており、同社所

有の船舶の通信士であった申立人の標準報酬月額（６万 8,000円）は、同日

に被保険者資格を取得している者で、申立人が同じ船舶の乗組員であったと

している漁労長兼船長（８万円）及び機関長（７万 2,000円）に次ぐ額とな

っている。 

また、昭和 47 年８月頃にＡ社において申立人が乗船していた船舶と同程

度の規模で操業形態及び操業期間が同様な別の船舶において通信士であっ

たとする二人の同僚の標準報酬月額は、オンライン記録によれば、各々６万

8,000 円及び７万 2,000 円となっており、申立人と同程度の金額であること

が確認できることから、申立人の標準報酬月額のみが低額であるとの状況は

うかがえない。 



さらに、申立人が主張する固定給 500 ドルは昭和 46 年 10 月から 48 年９

月までの船員保険の最高等級の標準報酬月額である上、上記船員保険被保険

者名簿によれば、申立人と同日の 47年８月 15日に船員保険の被保険者資格

を取得した者 100 人中、最も高い標準報酬月額は漁労長の 11 万円であり、

次いで船長及び機関長の９万 8,000円の順となっていることから、申立人の

標準報酬月額が当該漁労長、船長及び機関長を大きく上回る額であったとは

考え難い。 

加えて、上記船員保険被保険者名簿の申立人の記録とオンライン記録の標

準報酬月額とは一致している上、申立人の標準報酬月額が遡及して訂正され

た形跡も見当たらない。 

その上、Ａ社は既に閉鎖されており、事業主にも連絡が取れないため、申

立人の申立期間当時の報酬額及び保険料控除額について確認することがで

きない上、申立人も報酬額及び保険料控除額が分かる資料を保管していない

ため、申立人が主張する標準報酬月額に基づく船員保険料の控除について確

認することができない。 

このほか、申立期間に係る船員保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人がその主張する

標準報酬月額に基づく船員保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 

 


